
［分担研究年度終了報告］
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大規模災害時における医薬品の供給に関する報告

研究分担者　雨宮守正　さいたま赤十字病院腎臓内科　部長

研究要旨　医薬品は，製薬企業から卸を通して，病院や薬局に流通し，最終的に患者の手に渡る物品である．
全国 47都道府県にはそれぞれ卸業協会や組合が存在し，それを統一しているのが日本医薬品卸売業連合会
である．その中で埼玉県医薬品卸業協会は，アルフレッサ，スズケン，東邦薬品，メディセオ，酒井薬品，
バイタルネット，大木の全 7社により構成されている．
　そして卸協会は，「いかなる状況になろうとも，新型コロナウイルス感染症はもとより，さまざまな疾病
で苦しんでおられる全ての人々のために，医薬品の安定供給を継続することが社会的使命である」と考え活
動している．
　ここでは埼玉県医薬品卸業協会の災害対策について，協会が作成したマニュアルに基づき，その概要を解
説する．

A．研究目的

大規模災害時に透析医療を継続するためには，人
員・施設・ライフラインはもとより，薬剤や医療資材
の供給はなくてはならない要件である．本稿では災害
時における埼玉県での医薬品の供給体制につき，他の
地域の参考にしていただくことを目的に報告する．

B．研究方法

埼玉県医薬品卸業協会の災害対策について，協会が
作成したマニュアルに基づき，その概要を解説する．
一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会から提供いただ
いた別添 1「大規模災害時の医薬品の供給について」，
および別添 2「災害対策マニュアル ―大規模災害発
生に備えて―」の目次等を添付する．

C．研究結果

1. 行政との協定
災害時の医薬品などの供給に関する協定は，平成

18年に埼玉県と，令和元年に政令指定都市であるさ
いたま市と締結された．
協定締結の理由としては，地震や武力行為など想定
を超える災害に対して，多様な医療ニーズに対応し発
災直後から供給体制を整備し，県民の安心安全を確保

するためとされている．
第 2条には，「県は災害時における医薬品など供給

活動の円滑な実施を図るため，必要があると認めた場
合，卸協会に対して保有する医薬品などの供給を要請
するものとする．ただし，やむを得ない事情のため，
前述の手続きが取れないときは，県は直接卸協会の加
入協会員に対し供給要請ができるものとする．」と記
載されている．
供給される医薬品としては，倉庫備蓄物品と加入協
会員各事務所に備蓄されているランニング備蓄物品が
想定されている．
これを活用し，県内各地に分散した医薬品の迅速な
供給体制を確保し，さらに全国に展開する協会員のネ
ットワークを活かした供給体制も確保するものとされ
ている．

2. 大規模災害発生時の対応
初動として，協会会員各社の個別対応と協会との連
携が重要である．
会員各社の個別対応としては，①従業員の安否確認，
②出社可能要員の確保，③得意先に対する医薬品の安
定供給や緊急配送，④各事業所の被害状況及び稼働状
況の把握，⑤得意先被災状況の確認，⑥埼玉県医薬品
卸業協会への連絡，があげられる．
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協会対応としては，①日本医薬品卸売業連合会や厚
生労働省との連携，②埼玉県やさいたま市との連携，
③協会会員各社との連携，④埼玉県防災対策本部との
連携，⑤近隣卸業協会との連携，があげられる．
以上を通じて，医薬品の緊急配送の任に当たるもの
としている．

3. レセプト請求
医薬品が埼玉県の請求により卸から供給の場合は，
医療機関は個別にレセプト請求はできないため，卸は
県に請求するものとしている．
医療機関名にて供給の場合は，通常通り卸は各医療
機関に請求するものとしている．

4. 連絡方法，緊急車両
災害時埼玉県医薬品卸業協会への優先電話を設置し，
緊急連絡網も整備している．

さらに，協会各社が所有する 1,212台の車両のうち
698台（2020年 6月 1日現在，57.6％）に緊急通行車
両登録を済ませている．

5. 終わりに
以上に概説した内容をもとに，行政が主催する数々
の災害訓練に参加し，マニュアルを検証し，行政との
連携を深めている．

D．健康危機情報

特になし．

E．研究発表

特になし．

F．知的財産権の出願・登録状況

特になし．
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別添 1　「大規模災害時の医薬品の供給について」

1

令和３年１１月５日

医療用医薬品

約14,000品目
(約8兆5,000億円）

病 院
診療所

薬 局

薬 店

医療用医薬品の直販 （後発医薬品の一部） （約2,000億円）

大衆薬直販 （約3,000億円）

病 院
診療所

約179,000軒

保険薬局
約59,000軒

医 薬 品 流 通 の 概 要

大 衆 薬
（約4,000億円）

製
薬
企
業

医

薬

品

卸

患

者

等

約95％

約5％ 薬 局
薬 店

約47％

約53％

2

3

（
一
社
）
日
本
医
薬
品
卸
売
業
連
合
会

（一社）埼玉県医薬品卸業協会

1 アルフレッサ（株）

2 （株）スズケン

3 東邦薬品（株）

4 （株）メディセオ

5 酒井薬品（株）

6 （株）バイタルネット

7 （株）大 木

４７都道府県
卸協会（組合）

一般社団法人 ３

協同組合 １０

任意団体 ３４

4

医薬品卸の役割

医薬品卸は、いかなる状況になろうとも、新型
コロナウイルス感染症はもとより、さまざまな
疾病で苦しんでおられる全ての人々のために、
医薬品の安定供給を継続することが社会的
使命であると考えている。

※当資料は、埼玉県医薬品卸業協会の許可を得て掲載している。

１．大規模災害時の医薬品供給
― 埼玉県・さいたま市と協定締結 ―

２．新型インフルエンザパンデミック時の
医薬品（ワクチン・抗ｲﾝﾌﾙ薬）の供給
― 指定地方公共機関に指定 ―

(一社)日本医薬品卸売業連合会 

危 機 管 理 流 通

5

１．災害時の医薬品等の供給に関する

埼玉県との協定

２．大規模災害発生時対応

３．緊急通行車輛登録

４．関連資料

埼玉安心戦略

   もっと安心・安全
     危機や災害に強い体制の整備

災害対策マニュアル主要項目

6



　 145

災害時の医薬品等の供給に関する協定締結

１．平成18年3月29日

・埼玉県医薬品卸協同組合 理事長

・埼玉県 知事

２．平成23年4月1日（法人形態変更による再締結）

・一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 理事長

・埼玉県 知事

３．令和元年11月21日

・一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 理事長

・さいたま市 市長

7

協 定 の 要 旨

（供給要請）

第2条 県は、災害時における医薬品等供給活動の円滑な
実施を図るため、必要があると認めた場合、卸協会に対
して保有する医薬品等の供給を要請するものとする。

ただし、やむを得ない事情のため、前述の手続きが取
れない時は、県は直接卸協会の加入協会員に対し供給要
請ができるものとする。

（要請事項の措置）

第3条 卸協会は、県から前条の要請を受けた場合は、速
やかに措置するものとする。

8

• 県内各地に分散した店舗・物流センター等
を供給拠点とした、災害発生時の医薬品等
の迅速な供給体制の確保

• 多様な災害医療ニーズに対応した、医薬品
等の供給体制の確保

• 全国に展開する協会員のネットワークを生か
した、供給体制の確保

期待される
効 果

10

災害時の医薬品等の供給フローシート  
 
 
 
 
 
  

一般社団法人 
 

埼玉県医薬品卸業協会 
 

対策本部 

 
 

埼玉県  

 

災害対策本部  

 
 
 
 

各加入協会員  

 

 

 
 

市 町 村 
 

救 護 所 
 

避 難 所 

 
 

協  定 

要      請 

要  請 

要  請 

報      告 

費 用 弁 償 

要    請 

供   給 

納     品  

 

集積場所 
 

防災基地等 

11

災害時の医薬品等の供給に関する協定書について

県民の安心安全を確保するために

• Ｍ７クラスの首都直下地震の発生が懸念される

• 発災直後からの重層的な医薬品等の供給体制の整備

• テロや武力攻撃事態など、想定を超える災害への対応

• 多様な災害医療ニーズへの対応

協定締結の
理 由

締 結 者 一般社団法人
埼玉県医薬品卸業協会

（加盟 ７社）

埼 玉 県
協定締結

9

１．倉庫備蓄

２．ランニング備蓄

３．災害時医薬品等の供給に関する協定

消毒薬、ガーゼ等軽微な外傷医療対応

防災基地等７か所に備蓄 ４万人分

緊急医薬品等医療セット

軽治療用医薬品

防災基地・災害対策支部等２２か所に備蓄

（４３セット） ４．３万人分

品目：消毒薬、風邪薬、解熱鎮痛薬等

県内 ７社１１か所の医薬品卸売業者等
事業所に備蓄

延１５０品目 ３ 万 人分

◎ 県の要請により医薬品等を供給する

締結相手：（一社）埼玉県医薬品卸業協会

加盟 ７社 供給拠点３７か所

取扱品目：医薬品等約２万種類

最大供給量：医療機関使用量の０.５か月分

埼玉県の災害時における医薬品等供給体制について

12
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①従業員の安否確認

避難所・自宅訪問・安否確認システム発動

②出社可能要員の確保

従業員動員計画に基づく要員確保

③お得意先に対する医薬品の安定供給・緊急配送の実施

緊急配送登録車・営業車輛・バイク・自転車

④各事業所の被害状況及び稼働状況の把握

被害状況の把握と社内報告
物流センター・支店の緊急医薬品在庫状況並びに稼働状況確認

被災地内事業所への後方支援体制の確立

⑤お得意先被災状況確認

徒歩・営業車輛・バイク・自転車

⑥埼玉県医薬品卸業協会への連絡（別添報告用紙）

自社被害状況・稼働状況の報告

１．各社個別対応・対策本部

14

①（一社）日本医薬品卸売業連合会・厚生労働省との連携

災害対策本部

②埼玉県との連携

埼玉県保健医療部薬務課・埼玉県危機管理防災部災害対策課
緊急通行証発行の確認

③協会員各社との連携

緊急連絡網

④埼玉県防災対策本部との連携

埼玉県からの医薬品供給要請に対応
会員各社と連携（防災基地等への供給）

⑤近隣卸業協会との連携

東京・千葉・神奈川エリアにおける医薬品供給状況の確認

２．協会対応・対策本部

15

災害発生時の初動は、会員各社個別対応を行うと

共に、協会との連携を図りながら、医薬品の緊急

配送の任に当たるものとする。

大 規 模 災 害 発 生 時 の 対 応

13

Ⅰ埼玉県の要請により卸から供給の場合

※ 伝票宛先 ・・・埼玉県（納入場所記載）

⇒ 卸は県へ請求

⇒ 医療機関はレセプト請求は出来ない

Ⅱ医療機関名にて購入の場合 ・・・通常購入に相当

※ 伝票宛先 ・・・医療機関

⇒ 卸等から医薬品の請求あり

⇒ レセプト請求出来る

災害時医薬品等の供給及びレセプト

16

18

２－①　医療機関以外（救護所・避難所）での診療の場合
（集積所（保健所・医師会館等）経由）

資料）厚生労働省

救護所(患者)

卸 保健所等
避難所を巡回す

る医師 避難所(患者）

県又は市町村

③医薬品の提供

①不足医薬品
の提供の依頼

①不足医薬品の提供の依頼

⑦支払い

⑥提供分
の請求

②供給依頼

③医薬品の提供
④必要な医薬品
を取りに行く ⑤医師が携帯し提供

17
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19 20

埼玉県の災害拠点病院

22

3次医療圏 病　院　名

川口市立医療センター

埼玉医科大学総合医療センター

さいたま赤十字病院

基　幹　災　害　拠　点　病　院

全県域

2次医療圏 病　院　名 2次医療圏 病　院　名

獨協医科大学埼玉医療センター 川越比企 埼玉医科大学病院

草加市立病院 防衛医科大学校病院

自治医科大学附属さいたま医療センター 埼玉医科大学国際医療センター

さいたま市立病院 北　部 深谷赤十字病院

さいたま市民医療センター 埼玉県済生会栗橋病院

埼玉県立小児医療センター 行田総合病院

北里大学メディカルセンター 新久喜総合病院

上尾中央総合病院 羽生総合病院

埼玉県済生会川口総合病院 南西部 国立病院機構埼玉病院

戸田中央総合病院
南　部

地　域　災　害　拠　点　病　院

西　部

利　根

東　部

さいたま

県　央

施　設　名 地　区 TEL

埼玉県中央防災基地 比企郡川島町

埼玉県新座防災基地 新座市

埼玉県越谷防災基地 越谷市

埼玉県秩父防災基地 秩父郡小鹿野町

埼玉県熊谷防災基地 熊谷市

埼 玉 県 の 防 災 基 地

21

23

  様

  様

  様

  ＴＥＬ ：

  ＦＡＸ ：

会社TEL 携帯

 〃  FAX 

携帯 

会社TEL 

 〃  FAX  

携帯電話

一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 ２０２１年 ４月 １日

（一社）埼玉県医薬品卸業協会

大 規 模 災 害 発 生 時

危 機 管 理 対 応 緊 急 連 絡 網 埼玉県保健医療部薬務課

本 部 長

副本部長

医療用企業協会員

 会社TEL 

酒井薬品（株）

自宅 

アルフレッサ（株）

（株）スズケン

災
 
害
 
対
 
策
 
本
 
部

本部長補佐

（株）バイタルネット 大衆薬企業協会員

（株）メディセオ

（株）大    木

  〃  FAX 

E-Mail 

本部事務局

東邦薬品（株）

災
害
対
策
本
部

本部長

副本部長

本部長補
佐

本部事務
局 会社TEL

〃 Fax
E-Mail

自宅
携帯

埼玉県保健医療部薬務課 様
様
様

ＴＥＬ ：
ＦＡＸ ：
携帯 ：

24
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26

一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 令和 ３年 ４月 １日現在

（４社５０音順）

             (Area） 北

 (協会員会社名）

さ
い
た
ま

大
宮

浦
和

川
口

越
谷

春
日
部

久
喜

加
須

熊
谷

川
越

所
沢

新
座

合
計

１ アルフレッサ（株） ★★ ★★ ★ ★ ★★ ★ ★ ★ 11 新座

２ （株）ス ズ ケ ン ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ 8 戸田

３ 東邦薬品（株） ★ ★ ★ ★★ ★ 8 久喜

４ （株）メディセオ ★★ ★ ★ ★ ★ ★ 8 三郷

５ 酒井薬品（株） ★ 1

６ （株）バイタルネット ★ 1 川口

合      計 6 37 ５10.5 7.5 13

★
(所沢・志木）

西

メガ
ＬＣ

 医家向卸  支店・営業所・物流センター数

南・中央 東

★

★

27 28

緊 急 通 行 車 両 等 確 認 申 請 書
年 月 日

（あて先）
埼 玉 県 知 事

住 所
申 請 者

氏 名

下記により、緊急通行（輸送）車両であることの確認を受けたいので申請します。

記

番号標に表示されている番号

車両の用途（緊急輸送を行う車両
にあっては、輸送人員又は品名）

使 用 者

住 所
（ ） 局 番

氏 名

通 行 日 時

通 行 経 路

出 発 地 目 的 地

備 考

様式第１

29

緊 急 通 行 車 両 等 確 認 申 請 書 （記入例）
年 月 日

（あて先）記入 申請年月日を記入
埼 玉 県 知 事

住 所
申 請 者 申請に来た人の住所氏名

氏 名

下記により、緊急通行（輸送）車両であることの確認を受けたいので申請します。

記

番号標に表示されている番号 車検証のナンバーを記入 （例） 大宮１１１あ１２３４

車両の用途（緊急輸送を行う車
両にあっては、輸送人員又は品
名）

できるだけ具体的に記入
（例） ・○○避難所へ医薬品等を輸送

使 用 者
住 所

車検証に記載されている住所

使用者の連絡先を記入 （ ） 局 番

氏 名 車検証に記載されている「氏名又は名称」記入

通 行 日 時
○○年○○月○○日○○時～○○年○○月○○日○○時
通行日時は発行日の翌日から起算して１カ月とする。
※標章（ステッカー）の有効期限となる。

通 行 経 路

出 発 地 目 的 地

出発地を記入
埼玉県○○市

目的地を記入
○○県○○市

備 考

様式第１の記入例

30

〈災害対策本部〉

〒330-9301

〈支部〉　　　　※支部は、大規模災害発生時のみ対応します。事前届出は災害対策課で受け付けます。

支部名 設置場所 担当区域 所在地 電話番号

さいたま支部 さいたま県税事務所 さいたま市

川口支部 南部地域振興ｾﾝﾀｰ 川口市　蕨市　戸田市

朝霞支部 南西部地域振興ｾﾝﾀｰ 朝霞市　志木市　和光市　新座市　富士見市
ふじみ野市　三芳町

春日部支部 東部地域振興ｾﾝﾀｰ 春日部市　草加市　越谷市　八潮市　三郷市
吉川市　松伏町

上尾支部 県央部地域振興ｾﾝﾀｰ 鴻巣市　上尾市　桶川市　北本市　伊奈町

川越支部 川越比企地域振興ｾﾝﾀｰ
川越市　坂戸市　鶴ヶ島市　東松山市　滑川市
嵐山町　小川町　ときがわ町　川島町　吉見町
鳩山町　毛呂山町　越生町　東秩父村

所沢支部 西部地域振興ｾﾝﾀｰ 所沢市　狭山市　飯能市　入間市　日高市

行田支部 利根部地域振興ｾﾝﾀｰ 行田市　加須市　羽生市　久喜市　蓮田市
幸手市　白岡市　宮代町　杉戸町

熊谷支部 北部地域振興ｾﾝﾀｰ 熊谷市　深谷市　本庄市　寄居町　美里町
神川町　上里町

秩父支部 秩父地域振興ｾﾝﾀｰ 秩父市　横瀬町　皆野町　長瀞町　小鹿野町

埼 玉 県 災 害 対 策 本 部 ・ 支 部 一 覧

さいたま市浦和区高砂3-15-1（埼玉県危機管理防災センター２階）
担当：埼玉県災害対策本部　

一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会

災害時優先電話
（平成２９年６月１９日 開通）

０４８－×××－××××

25
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第 号
年 月 日

緊 急 通 行 車 両 等 証 明 書

埼 玉 県 知 事 印

番号標に表示されている番号

車両の用途（緊急輸送を行う車両
にあっては、輸送人員又は品名）

使 用 者

住 所
（ ） 局 番

氏 名

通 行 日 時

通 行 経 路

出 発 地 目 的 地

備 考

様式第３

大 規 模 災 害 対 応 訓 練 等
最近の実例

34

26 １月１５日（木）
平成２６年度 保健医療部
埼玉県大規模災害防災図上訓練（TEL確認） 埼玉県庁 /卸協会事務所

年
度

１月３０日（木）
平成２６年度 保健医療部
埼玉県大規模災害防災図上訓練事前説明会

危機管理防災センター
第２オペレーションルーム

２月 ６日（金）
平成２６年度 保健医療部
埼玉県大規模災害防災図上訓練

危機管理防災センター
第２オペレーションルーム

27 ８月２０日（木）

一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 理事会
「大規模災害時の訓練（９月１日）」の説明 さいたま市産業振興会館

年
度

埼玉県保健医療部 医療整備課

９月 １日（火）
「大規模災害時の訓練」実施
埼玉県保健医療部 医療整備課

自衛隊入間基地
自衛隊朝霞駐屯地

28 １１月 １日（火）
埼玉県防災訓練 図上訓練
（県薬務課 /県危機管理防災部） 埼玉県庁 /卸協会事務所

年
度

１１月２７日（日）
「大規模災害訓練」緊急医薬品搬入訓練実施 医薬品搬入先
1.自衛隊入間基地 2.深谷日赤 3.北里メディカルセンター

県保健医療部 医療整備課/薬務課
（一社）埼玉県医薬品卸業協会

２月 ３日（金）
大規模災害 図上訓練の見学
埼玉卸協会５名及び事務局出席

埼玉県危機管理防災部
埼玉県保健医療部薬務課

29 １２月 ４日（月）
平成２９年度第３回広域災害救急医療情報
システム（ＥＭＩＳ）入力訓練

埼玉県庁 /卸協会事務所

年
度

１月１０日（水）
埼玉県防災訓練 大規模災害初動訓練
（県薬務課 /県危機管理防災部） 埼玉県庁 /卸協会事務所

１月１１日（木）
９都市合同防災訓練の見学
埼玉卸協会５名及び事務局出席

埼玉県危機管理防災部
埼玉県保健医療部薬務課

平
成
30
年
度

1月15日(火）

平成30年度 大規模災害時対応図上訓練
（県薬務課/県危機管理防災部）

埼玉卸協会員４名及び事務局出席

埼玉県庁/
危機管理防災センター

1月23日(水）

平成30年度 第1回

さいたま市災害医療体制検討会

さいたま市保健所
2階第1研修室

3月18日(月）

平成30年度 第1回 さいたま市

災害医療体制討論会医薬品専門部会

さいたま市保健所
2階第1研修室

3月28日(木）

埼玉県保健医療整備本部の設置と
今後の対応について

災害時協定等締結団体（機関）担当者出席

埼玉教育会館201会議室

35

緊急通行車輛 事前届出状況

（一社）埼玉県医薬品卸業協会

（一社）埼玉県医薬品卸業協会 会員数 ７ 社

配 送 車 輛 台 数
１，２１２ 台

（内 ﾊﾞｲｸ １８台）

2020年6月1日現在 登録台数 ６９８ 台

登 録 車 輛 割 合
埼 玉 ５７．６ ％
（全 国 ３６．０％）

33

36

令
和
元
年
度

6月20日(木）
令和元年度 第1回広域災害救急医療情報

システム（ＥＭＩＳ）入力訓練

県保健医療部
医療整備課/薬務課

(一社)埼玉県医薬品卸業協会

9月7日(土）

令和元年度 大規模地震時医療活動訓練
実搬入訓練
①航空自衛隊入間基地
②災害拠点病院（草加市立病院）
③一般病院（埼玉回生病院）

県危機管理防災センター
県保健医療部

医療整備課/薬務課
(一社)埼玉県医薬品卸業協会

1月21日(火） 第10回九都県市防災訓練・
図上訓練視察

県危機管理防災センター

3月11日(水） 令和元年度第1回さいたま市・
災害医療体制検討会医薬品専門部会

さいたま市保健所
2階第1研修室

令
和
２
年
度

1月21日(木）
令和２年度第1回さいたま市・
災害医療体制検討会 （WEB会議）

さいたま市浦和区保健センター
5階大会議室
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（一社）埼玉県医薬品卸業協会

ご清聴有難う
ございました

38

マニュアル掲載主要機関

1.埼玉県災害対策本部及び支部

2.警察署一覧

3.官公庁・関係団体等一覧

4.市町村一覧

5.埼玉県内保健所管内市町村一覧

6.消防署一覧

37



　 151

別添 2　「災害対策マニュアル ―大規模災害発生に備えて―」

第 ８ 版
令和 ２年 ７月 １日現在

首都直下地震(東京湾北部地震）   県内被害想定

「平成２４・２５年埼玉県地震被害想定調査報告書」

災害対策マニュアル

一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会

 死者：585人、負傷者：7,215人

  （本県人口約 730万人、世帯数薬 300万）

 停電：52,970世帯、通信普通：3,238世帯、

 上水断水：549,693人

 震度6強エリアにおいて、一般道・高速道

 とも機能支障（通行止め）となる橋梁なし

　　　　　　　大規模災害発生に備えて

県調査報告

東京湾北部地震（M7.3）

の被害想定

人的被害

ライフライン

県調査報告書より抜粋

交通被害

避難所避難者数  72,564人（1日後）

被害想定は時間や風速に

より最大のものを記載

※当資料は、埼玉県医薬品卸業協会の許可を得て掲載している。
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災害に

時なし！

場所なし！

予告なし！

防災の基本

   自助  ≫ 共助 ≫ 公助
量と時間の２点で

東京大学大学院　情報学環

教  授   目 黒 公 郎 先生
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はじめに 

 

平成２３年３月１１日(金)午後２時４６分頃、宮城県沖海底を震源としてマグニチュ

ード９．０の大地震が発生した。大地震に伴い東北、関東の太平洋沿岸で２０メート

ルを超える大津波が発生、多くの町村が壊滅的な被害を受け、想像を絶する大地

震となった。また、この地震及び津波により、福島第一原子力発電所において放射

性物質の外部漏れ事故が発生した。 

この地震、津波、原発事故により死者１５，８９７人、行方不明者２，５３３人、関連

死３，７０１人避難者約５１，７７８人、仮設住宅入居者９，４３６人（平成３１年３月１日

現在・警察庁）となっている。 

  東日本大震災から９年、昨年秋には、関東地方中でも千葉県において度重なる

台風上陸や、大雨による災害が多発した。我が国において、これら災害の発生が

後を絶たない。被災された方々にお見舞い申し上げるとともに一日も早い復興を

お祈りいたします。 

 

平成１９年１１月２０日県消防防災課は、首都直下地震と県内にある三つの主要

活断層で地震が発生した際の被害想定を発表した。最も被害が大きい東京湾北

部を震源とする首都直下地震では、阪神大震災級のマグニチュード７．３の地震が

起きた場合、さいたま市など県南東部で最大震度６強を予測。死者７１６人、３万４４

４７棟が揺れや火災で全壊とした。地震は「いつ起こってもおかしくない状況」(同

課)といい、緊急対策が迫られている。 

 

また、県は平成２５年４月２日大規模地震が発生した際、県内外で生じる帰宅困

難者の推計調査結果を公表した。ＮＴＴドコモの携帯電話の位置情報などを活用

して推計し、ピーク時の平日正午に東京２３区内にいる県民が８８万人に上る一方、

県内で７４万７０００人の帰宅困難者が発生することが判明。「県は地震被害想定な

どに反映させ、帰宅抑制や一時滞在施設の確保などの対策を拡充する。」とした。 

 

  このような状況の中、近い将来に発生が懸念される「首都直下地震」を想定し、

埼玉県医薬品卸協同組合として、医薬品の安定供給と緊急配送というその社会的

使命と役割を果たすために、平成１８年３月２９日に埼玉県と『災害時の医薬品等

の供給に関する協定』を締結した。 
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  その後、法人の変更登記を行い、平成２３年４月１日付にて一般社団法人埼玉

県医薬品卸業協会として改めて協定の締結(別紙の通り)をした。 

 

  地震やその他の自然災害が日本・首都圏を見舞うとき万全の備えと支援をする

のが医療の分野で担当する医薬品卸企業の役割である。私ども医薬品卸は、医

薬品の安定供給と災害発生時の緊急配送をその社会使命として、昼夜を問わず１

日２４時間、３６５日体制で医療現場を支えているが万一の事態対応に向け、策定

した「災害対策マニュアル」の活用が重要と考える。平成２年３月埼玉県が策定した

「埼玉県災害時医療救護基本計画」対応するよう、この度改訂第８版を策定したの

で、お届けいたします。 

 尚、平成３１年４月１日施行の災害救助法の一部改正に対応するため、政令市で

あるさいたま市と令和元年１１月２１日付にて「災害時における医薬品等の調達業

務に関する協定」を締結したので、概要を掲載した。 

 

今後とも「災害対策マニュアル」を各施設に設置され、各会員会社、協会、関係

諸機関との連携強化により災害時の医薬品供給機能の役割がしっかりと発揮され

るよう努めてまいります。 

 

以上 
 

 

 

 

令和 ２年  ７月  １日 

一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 

理 事 長  武 田 雄 史 

災害対策本部 

事務局長  岡 田    誠 
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  はじめに １

  目     次 ３

１．災害時の医薬品等の供給に関する埼玉県との協定 ４

（１）   災害時の医薬品等の供給に関する協定書 ５

（２）   災害時の医薬品等の供給に関する協定書について ８

（３）   「災害時の医薬品等の供給に関する協定書」実施要領 ９

（４）   大規模災害時に需要が見込まれる医薬品等 １５

（５）   埼玉県の災害時における医薬品等供給体制について １８

（６）   ランニング備蓄制度 １９

（７）   災害時応援協定調査票（事務局 連絡先等） ２６

（８）   優先電話 ２７

２．大規模災害発生時対応 ２８

（１）   大規模災害発生時の対応 ２９

（２）   地震・台風被害等状況調査票 ３０

（３）   大規模災害発生時の対応関連図 ３１

（４）   災害発生時の医薬品等の供給関連図 ３２

（５）   災害時の医薬品等の供給要請等経路図 ３５

（６）   災害時の危機管理対応緊急連絡網 ３７

（７）   災害時の医薬品等の供給に関する緊急連絡網 ３８

（８）   防災基地・災害拠点病院等 ４０

（９）   埼玉県緊急輸送道路網図 ４７

（10）   緊急交通路指定予定路線 ４８

３．緊急通行車輛登録 ５５

（１） 　大規模災害発生時の手続き ５６

（２）   埼玉県災害対策本部・支部一覧 ５８

（３）   警察署一覧 ５９

（４） 　緊急通行車輛等確認申請書 ６０

（５） 　緊急通行車輛事前届出制度 Ｑ＆Ａ ６１

（６） 　緊急通行車輛等事前届出書 （見本） ６２

（７）   自動車検査証 （見本） ６３

（８） 　緊急通行車輛等事前届出　変更/再発行依頼申請書 ６４

（９） 　緊急通行車輛等事前届出　新規発行依頼申請書 ６５

（10） 　緊急通行車輛等事前届出　総括表 ６６

（11） 　緊急通行証 （見本） ６７

４．関連資料 ６８

（１）   一般社団法人埼玉県医薬品卸業協会 協会員名簿 ６９

（２）   医家向け卸デポ・物流センター所在地 ７２

（３）   （一社）日本医薬品卸売業連合会正会員地区別一覧 ７３

（４）   官公庁・関係団体等一覧 ７４

（５）   埼玉県薬事団体連合会 会員名簿 ７５

（６）   市町村一覧 ７６

（７）   保健所一覧 ７７

（８）   消防署一覧 ７８

（９）   関係機関・団体と締結している主な協定 ７９

（10）   一般紙  記事 ８０

５．さいたま市との医薬品供給協定 ８１

目      次



　156

大規模災害の教訓

初動対応は、待ったなし！

災害は一度起きれば、また起きる。しかし、同じようには起きない。

事前の備えと心構え、そして、マニュアルに則った初動対応が、関係者全員

の自発的行動により遂行されれば、被害を最小限に抑えることができる。

被災地の「現場力」と対策本部の「後方支援力」が、業界の社会的使命を完

遂する原動力となる。

災害対策マニュアル
大規模災害発生に備えて
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